




















































































































































































































































































































































































(29)大塚イーほか編「大コンメンタール刑法第 12組〔第2J:Ell (青林蕎:院、 2003)289夏以




など。下級審の裁判例では、福岡高半IJ 昭和 29 年 3 月 31 円判特 26~.76買、高松高判昭
和31年4月17日放特3巻19号901頁など参照。
(30)このことを示唆するものとして、小林光「包括的 罪について」判時1724サ (2000)5 



































































野正H郎、 1河川専ほか嗣「裁判例コンメンター jレ刑法第3巻j(立花喜房、 2006)249頁


























































































































(41)長例 15において包括 罪を認める立場を批判するものとして、松宮・前掲注 (38)25買
以下、|百Ji判批」法セミ 667号 (2010)123具、玄守道「判J比Jili報判例解説9号 (2011)
16111以下、松原・前掲注 (14)449買、高橋UIJ夫「刑法各n命J[第2版J(成文栄、 2014)


























同一性を単位に財産犯の個数が判断され、前述の (2) と (3)の要素を考慮しつ
つ、 -イf体本的な財産{侵憂害の事態があれlばま単純.罪ないしは包括-罪となつて 1f伺岡の財
崖犯が成立する O これに対して、被害者が1人であつても
あるいは、被害者が複数人存在する場合には、数f聞の財産犯が成立すること
になる。
本稿では主に連続的な犯行に基づく罪数の処理を扱うことにより、財産犯におい
て包括一罪となる恨拠と限界を検討したが、 る構成要件にまたがる包括一罪、
とりわけ財産犯における混合的包括ー罪が認められる事例については検討を十分
49 
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に及ぼすことができなかった。この問題についても、侵害の対象となった財産的利
益の一体性という観点から検討されるべきであると恩われるが、その詳細について
は稿を改めて考察したい。
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